
１． 土地改良事業における外部経済効果

室賀 豊史・後藤 勝治

土地改良事業の外部経済に関する効果は，平成６年から算
定に取組み，平成１９年以降は，環境・景観保全効果や都市・
農村交流促進効果などの事業による多面的機能の発揮に関する
効果等において，仮想市場法（CVM）やトラベルコスト法
（TCM）等の手法を導入している。環境・景観保全効果は，事
業により整備する土地改良施設を周辺の景観や環境との調和に
配慮した構造とすることにより，農村景観や自然環境が保全さ
れる効果であり，仮想市場法により算定している。また，都
市・農村交流促進効果は，農業用ダムや農業用用排水路等の新
設，改修により生ずる水辺環境等が，レクリエーションの拠点
として地域住民への憩いの場を提供し，または観光資源として
利活用される効果で，トラベルコスト法を用いて算定してい
る。

（水土の知７７―３，pp．３～６，２００９）
外部経済効果，費用対効果分析，仮想市場法（CVM），

トラベルコスト法（TCM）

２． 土地改良事業における外部経済効果の算定事例

冨田 晋司・小澤 雄太

平成１９年３月，「土地改良事業の費用対効果分析に関する
基本指針」および「新たな土地改良の効果算定マニュアル」が
取りまとめられた。その中で，外部経済効果の評価に係る手法
である仮想市場法（Contingent Valuation Method：CVM）が
導入された。CVMとは，景観・環境等の市場が存在しない財
の価値について，アンケートを利用して環境改善等に対して支
払っても構わない金額（支払意志額（Willingness To Pay：
WTP））を直接尋ね，その結果から環境の価値を評価しようと
する手法である。本報では，平成２０年度に CVMを用いて景
観・環境保全効果を算定した事例の概要を報告する。

（水土の知７７―３，pp．７～１０，２００９）
土地改良事業，外部経済効果，CVM，WTP，二段階二

肢選択方式

３． 農業の外部性の価値計測：それが政策選択に与える影響

荘林幹太郎

外部性の価値は外部性を勘案した政策を実行する際に少なく
とも理論上はきわめて重要な係数となるにもかかわらず，計測
値がそのまま直接的に実際の政策に適用されるケースは多くな
い。外部性の価値計測（あるいはより一般的に公共財の価値計
測）に係る回避できない不確実性が存在することから，政策立
案者にとっては，計測価値そのものを政策の直接的な係数にす
ることを躊躇することが大きな原因のひとつと考える。本報で
は，価値計測に伴う不確実性が，農業の外部性に対応する政策
を選択するうえで重要な要素のひとつであること，価値計測手
法の精緻化が政策選択肢の幅を広げることにつながることにつ
いて議論を行った。

（水土の知７７―３，pp．１１～１５，２００９）
外部性，価値計測，不確実性，政策選択，多面的機能

４． 選択実験による外部経済効果の算定に向けて

合崎 英男

仮想状況評価法（CVM）は，さまざまな外部経済効果を算
定でき，農業農村工学分野においても広く活用されている。事
業評価の点から CVMを解釈すれば，事業があるときとないと
きの状況を設定し，両状況の環境の違いを貨幣単位で評価する
手法と表現できる。他方，環境経済評価手法の点からは CVM
の発展系と位置付けられる選択実験は，選択型コンジョイント
分析や選択モデリングとも称され，１回の調査で複数の状況の
環境評価ができるという特徴から，さまざまな分野で適用され
ている。本報では，土地改良事業を含む農業農村整備事業の外
部経済効果の算定に選択実験を活用するための基本的な手順の
うち，統計処理部分を中心に紹介する。

（水土の知７７―３，pp．１７～２０，２００９）
環境経済評価，表明選好法，選択実験，コンジョイント

分析，R
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小特集 土地改良事業の外部経済効果の算定手法

特集の趣旨
土地改良事業は，土地改良法施行令において，「土地改良事業のすべての効用がそのすべての費用を償うこと」，「農業
者の負担がその負担能力の限度を超えないこと」が施行の基本的要件の一部として位置付けられており，この要件を満た
しているか否かの判断を行うために，事業実施主体において事業の経済効果が測定されてきたところです。
公共事業に関しては，平成１４年に政策評価法が施行され，費用対効果分析等，客観的な手法によって政策効果を定量
的に把握・測定し，事前評価を行うことが規定されました。また，近年の事業の実施内容が新規整備から更新整備へ大き
くシフトしてきていること，安全・安心な食料の安定供給，国土や環境・景観の保全，文化の伝承等の多面的機能の発揮
に対する国民からの期待が高まってきていること等，経済効果算定に関わる環境の変化が見受けられるようになりまし
た。
このため，土地改良事業による多面的機能の維持向上（外部経済効果）をより適切に評価するための算定手法の改善や
これまで評価されていなかった効果の定量的な把握，土地改良事業の内容が新設から更新に移行していること等，事業を
取り巻く実態を踏まえ，平成１９年３月に評価手法の改善が行われました。
本小特集では，この新たな費用対効果分析の内容のうち，外部経済効果に係る算定手法である仮想市場法（CVM）と
トラベルコスト法（TCM）について，それらの具体的な算定事例や，また，土地改良事業以外で広く一般化されている
具体的な状況や研究情報，CVM，TCM以外にも，今後注目すべきと思われるその他外部経済効果の評価手法に関する
報文を紹介いたします。



（報文）
アラル海流域の塩害と地球温暖化への備えの重要性

成岡 道男・奥田 幸夫・大矢 徹治・大西 純也

本報では，アラル海流域にあるウズベキスタン内のカラカル
パクスタン自治共和国に焦点を当て，塩害の現状を報告し，地
球温暖化による農牧漁業への影響について考察した。そして，
現在実施されている塩害やアラル海の縮小に端を発した環境破
壊への対策事業等を事例に，地球温暖化への備えについて検討
した。その結果，地球温暖化に伴って，水不足の深刻化や塩害
進行の加速化，アラル海の干上がった湖底からの飛塩の増加等
が生じることを予測した。これらの影響に対して，水不足への
備え，塩害防止対策の推進，湖沼の縮小への適応，セーフティ
ネットとしての地域資源の活用等の重要性を示した。

（水土の知７７―３，pp．２１～２６，２００９）
アラル海，地球温暖化，IPCC，塩害，セーフティネッ

ト，ウズベキスタン，カラカルパクスタン

（報文）
中国の草原における灌漑施設を備えた人工草地の建設について

東 崇史・長谷部 均

現在，中国の草原地域では過剰耕作等の人為的要因および気
候変動等の人為的要因によって草原の荒廃が進んでいる。これ
に対し，中国政府は荒廃の拡大を防ぐよう耕作をやめ草原に戻
す措置や放牧の禁止，輪番制への移行等による草原を回復する
などの取組みを進めているところである。本報では中国の草原
の荒廃状況およびそれへの対策を紹介し，これらの取組みの意
義について報告する。

（水土の知７７―３，pp．２７～３０，２００９）
草原，砂漠化，国際協力，畑地灌漑，中国

（リポート）
米国内務省開拓局技術サービスセンターとの技術交流について

樽屋 啓之・田中 良和・中 達雄

農村工学研究所では，米国内務省開拓局（USBR）との技術
交流を数年前から開始し，これまでに，数名の研究者が開拓局
主催のダムおよび水路に関するワークショップに参加してき
た。本交流の端緒は，平成１７年３月の著者ら農工研の研究者
３名と農村振興局の担当官との開拓局技術センター（TSC）へ
の訪問である。開拓局の技術部門は，わが国の戦後の土地改良
技術行政に多大な影響を与えた歴史がある。戦後の農林省は，
連合軍総司令部（GHQ）天然資源局農業部の管轄下にあり，
昭和２４年６月に農地局が設置され，当時の建設部設計課の組
織は，GHQの示唆と勧告の影響を受けた。本報では，これま
での技術交流を踏まえ，最近の開拓局 TSCの活動を紹介する。

（水土の知７７―３，pp．３１～３４，２００９）
米国開拓局，技術協力，GHQ，技術基準，ワーク

ショップ

（行政の窓）
新たな土地改良長期計画の概要

田中 秀明・楠本 岳志

土地改良長期計画は，土地改良法の規定に基づき，土地改良
事業の計画的な実施に資するために，５年を一期として，土地
改良事業の実施の目標および事業量を定めるものである。昨年
１２月２６日に閣議決定された平成２４年度までを計画期間とす
る新たな長期計画は，国民・消費者の食料・農業・農村に対す
る要請・期待に応えていくため，「自給率向上に向けた食料供
給力の強化」「田園環境の再生・創造」「農村協働力の形成」の
３つの視点に立って６つの政策目標（アウトカム目標）を設定
し，その達成に向け，計画的かつ総合的に土地改良事業を進め
ていくとしている。また，事業の効率的かつ効果的な実施のた
め，８つの事項を踏まえることとしている。本報では，本長期
計画の概要について紹介する。

（水土の知７７―３，pp．３５～３８，２００９）
土地改良法，土地改良長期計画，食料供給力，田園環

境，農村協働力，アウトカム目標

（技術リポート：北海道支部）
環境に配慮した排水路整備後の魚類および植生の回復状況

三坂 直樹

国営総合農地防災事業「富士見地区」では，泥炭に起因する
圃場面の不同沈下や明渠および暗渠排水の機能低下に伴う過湿
被害を解消すべく排水路５条，農地保全工７５２haの整備を実
施している。排水路整備に当たっては，自然環境に恵まれ，多
様な動植物も生息していることから，排水路周辺に生息する動
植物の生息環境や希少種に配慮しながら事業を進めている。本
報では，排水路工事後における動植物の回復状況調査により，
その効果について検証を行ったのでこれらについて紹介する。

（水土の知７７―３，pp．４０～４１，２００９）
排水路，農地保全，環境配慮，魚類，植生

（技術リポート：東北支部）
野鳥の生息環境に配慮した銀地区における水辺環境整備

中川 義則・工藤 繁美

青森市浪岡にある銀地区は，５つのため池群からなり，その
末端にある笊（ざる）ため池には，カワセミなどの多くの野鳥
が生息している。近年，地域におけるため池の役割が低下し，
周辺環境および野生生物の生息への悪影響が懸念されていたこ
とから，野鳥の生息環境を守り，憩いの場を創設するため，農
村振興総合整備事業を活用し，銀地区の水辺環境整備を実施す
ることとした。ため池群を接続する水路を整備するに当たり，
現況の水路法面に野鳥の巣が確認されている区間があり，本報
では，野鳥の生息環境に配慮した対策の内容とその結果につい
て報告する。

（水土の知７７―３，pp．４２～４３，２００９）
ため池，水辺環境整備，野鳥の生息環境配慮対策，地元

要望の反映，カワセミ



（技術リポート：関東支部）
地すべり範囲を避けた代替水路トンネルの施工

樹下 紀之

群馬県発注の生枝地区水路は，沼田市内への農業用水および
飲料水の供給を目的とした延長約２１．１kmの用水路である。
本水路は昭和３２年に設置された後，近接する地すべり頭部が
昭和４５年の地震時に崩壊するなどによりトンネルの変状が進
んだため，地すべりの影響区間を特定し，新たにバイパストン
ネルを地すべり影響範囲外に付替え，変状区間のトンネルの閉
塞処理を行った。本工事においては，現況水路の利用を妨げな
いようにトンネルを早期に施工し工期を厳守すること，近接す
る地すべりおよび既設トンネルに対し新設トンネル工事の影響
が及ばないようにすること等の課題を克服し，さらにトンネル
内の作業環境の改善を行う等の工夫により，安全に施工を完了
した。

（水土の知７７―３，pp．４４～４５，２００９）
水路トンネル，NATM，立坑，地すべり，早期施工，観

測施工

（技術リポート：京都支部）
更新事業における大規模排水機場改修計画

星 賢輔・後藤 佑介

新潟県のほぼ中央に位置する西蒲原平野は，海抜ゼロメート
ル以下の土地が約２割を占める低平な水田地帯で，その地形
条件から内水排除を多くの排水機場に依存している。その中で
も建設当時，東洋一といわれた口径４，２００mmの横軸円筒型
軸流ポンプ（チューブラポンプ）を６台設置した新川河口排
水機場（昭和４５年度供用開始）は，老朽化や維持管理費の増
加等により施設機能の維持が困難となり，国営かんがい排水事
業新川流域地区においてポンプ設備を全面改修し，既設コンク
リート構造物を補修・補強する運びとなった。本報では，非出
水期の排水機能を確保しつつ既設コンクリート構造物の補修・
補強対策を行う新川河口排水機場の改修計画について紹介す
る。

（水土の知７７―３，pp．４６～４７，２００９）
農業水利事業，排水機場，機能診断，補修工法，施設更

新

（技術リポート：中国四国支部）
波型鋼板ウェブを用いたPC箱桁橋の施工

錦織 薫・尾添 光秋

島根県では，石見西部地区広域営農団地農道整備事業によ
り，益田市大谷町地内から浜田市河内町地内を結ぶ幹線農道を
整備しており，本農道は，営農団地内の農業生産の拡大や，京
阪神市場等への農畜産物の輸送路として役割が期待されてい
る。本事業で，平成１９年８月から平成２０年１１月にかけて施
工した権田大橋（ごんだおおはし）は，県内２例目となる「波
形鋼板ウェブ PC箱桁橋」を採用している。本報では，この橋
梁について，波形鋼板ウェブ PC箱桁橋の特徴を中心に，工事
の概要を紹介する。

（水土の知７７―３，pp．４８～４９，２００９）
波形鋼板ウェブ床版橋，複合橋，接合部構造，軽量化，

せん断抵抗性，省力化

（技術リポート：九州支部）
地すべり対策における電気探査の有効性

佐保 貴之・香月 裕宣

大分県の地すべり防止区域「花合野地すべり」は，典型的な
温泉地すべりである。そのため，対策工計画に必要な地すべり
規模，特に地すべり面の判定が非常に困難な状況である。そこ
で，これまでの調査手法に加え，電気探査と地下水検層を実施
した。その結果，電気探査では比抵抗値分布により地すべりブ
ロックの細分化が可能となり，対策工計画においての有効性が
確認できた。さらに，地下水検層では細分化された地すべりブ
ロック内での帯水層の状況を捉えることで，効果的な地下水排
除工計画に向けての有効性も確認できた。現在，これらの結果
に基づき，安全で経済的な地下水排除工を計画しているところ
である。

（水土の知７７―３，pp．５０～５１，２００９）
温泉地すべり，地下水排除工，電気探査，地下水検層，

比抵抗値
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